






















































 本書には 7 編の論考が掲載されている。いずれも、2012 年 12 月に中国から研究
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題番号：24401035）を得て行われるものであり、本書は、その初年度の成果の一部
である。  
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新京都市計画は、長春都市計画の第 1版として位置付けられている ②。解放後は 1953年に「長春市
総体規画」が作成されるが、その後はしばらく中断され、実質的に都市化の進行とあわせて新しい都
市計画が作成されるのは 1980 年である ③。すなわち現在の長春の都市構造を理解するためには、新
① 新京の都市計画についての最も包括的な研究は越沢明によるものである。越沢明『満州国の首都計画―























































第 1図 長春市街図（1918年） 越沢(1988)による 
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 第 2図(上) 第 3図(下) 文化広場・朝陽公園・新民大街 









































































































第 5図 2011－2020年中心市街地総合計画 （劉志明氏提供） 
5
第 6図(上) 第 7図(下) 人民公園付近 （写真の説明は第 2図、第 3図参照） 
人民広場 
児 童 公 園 
6
再開発にともなう長春市の回族地域社会の変容 
      高橋健太郎（駒澤大学） 
 
１．はじめに 



























 長春市は吉林省の省都で，六つの区（南関 Nanguan 区，寛城 Kuancheng 区，朝陽 Chaoyang 区，二
道 Erdao 区，緑園 Lüyuan 区，双陽 Shuangyang 区），一つの県（農安 Nong'an 県）および三つの市（九





ることから 10.9％とやや高いが，他の区では 2.5～5.0％の間で，総じて低い（第 1 図）。中国の総人口
に占める少数民族の割合は 8.4％（2010 年）であることから，長春市区部は，中国のなかでも比較的
漢族が多く，少数民族が少ない地域であるといえる。 
 長春市区の少数民族の内訳をみると，満州族 9.9 万人（総人口の 2.4％），朝鮮族 4.4 万人（1.0％），
回族 3.5 万人（0.8％），その他の民族 1.7 万人（0.4％）である。長春市は旧満州国の首都・新京市であ
ったこともあり，満州族が少数民族人口の過半を占める。本研究で取り上げる回族は，少数民族のな
7
かでは第 3 位の人口規模である。その分布は，南関区にやや多く約 8,300 人が居住しているが，他の
区にも 3,700～6,400 人が居住しており，長春市区部に分散して居住しているといえる（第 2 図）。 











































第 1図 長春市区部における漢族と少数民族の人口割合（2010年） 
 資料：2010 年第 6 次人口センサス． 
第 2 図 長春市区部における少数民族の人口割合（2010 年） 
 資料：2010 年第 6 次人口センサス． 

















 調査時現在，長春市区部の市街地部分には四つのモスクがある（第 3 図）。そのなかでもっとも歴史
が古いモスクは，長通路（Changtonglu）モスクである（写真 1～2）。長通路モスクは清道光 4（1824）
年，西三道街に創建され，咸豊 2（1852）年に約 2km 北の南関区長通路に移転し現在にいたる。礼拝
殿は瓦屋根の清代建築物で，1985 年に長春市の重点文物保護単位（日本の重要文化財に相当），1987
年に吉林省の重点文物保護単位に指定された（田ほか 1998 下巻：82-97）。二道（Erdao）モスクは，
民国 30（1941）年，東盛三条に創建された。1990 年代後半から同地区が再開発され，約 500m 西南の
二道区双陽路に移転し現在にいたる（写真 3～4）。宋家（Songjia）モスクは，1949 年，宋家街に創建


































第 3 図 長春市区部におけるモスクの位置図 
写真 1 長通路モスクの外観 
 写真手前に工事中の様子が見える。 

















































写真 3 二道モスクの門 
 再開発事業で建てられた集合住宅と娯楽
施設にはさまれている。 
写真 4 二道モスクの礼拝殿 
 再開発事業で建てられた高層マンション
に隣接している。 
写真 6 皓月モスクの全景 
 礼拝殿とミナレット（塔）は規模が大き
く，前庭には鋳物のオブジェがある。 

















































写真 7 長通路モスク近くの旧住宅 
 再開発以前は，このような住宅がモスク
周辺に多数あった。 
写真 8 長通路モスク前の整地作業 
 モスクの門前では，再開発事業の一環で
整地作業が行なわれていた。 























































写真 11 二道モスク周辺の再開発① 
 再開発により高層マンションや商業施設
が多数建てられ，地域は大きく変容した。 
写真 12 二道モスク周辺の再開発② 
 この写真のもっとも右側の高層マンショ
ンが，写真 4 にも写る。 
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 二道モスクの周辺には，ハラール･レストランはほとんどない。筆者が確認できたものは，モスクか












 このモスクの周辺地域においては 2000 年代後半から再開発がはじまった。モスクの所在地も再開発







近に居住する回族は約 30 戸，他の約 70 戸は 10km 圏内に居住しているそうである。遠方に住む回族
は，特に金曜礼拝 4）などに，自転車やオートバイ，バスなどを使ってモスクを訪れる。なお，このモ























写真 13 宋家モスク周辺の再開発① 
 再開発により6～7階建ての集合住宅が多
数建てられた。 






















































1）回族の地域社会は，「寺坊 sifang」や「教坊 jiaofang」，「哲瑪提 zhemati」（ジャマーティ）などと呼ば
れる。「坊」は中国語でコミュニティを意味し，ジャマーティはアラビア語に由来し，同じくコミュニテ













6）中穆網「 2013 年 4 月 14 日長春二道清真寺学習小記」 http://www.2muslim.com/forum.php?mod 












白 友涛 2005．『盤根草─城市現代化背景下的回族社区─』寧夏人民出版社． 
吉林省第六次人口普査領導小組弁公室・吉林省統計局 2012．『吉林省 2010 年人口普査資料』（上・中・下
冊）中国統計出版社． 
良 警宇 2006．『牛街─ 一個城市回族社区的変遷─』中央民族大学出版社． 
馬 鴻超・田 志和 1989．『吉林回族』吉林教育出版社． 
田 志和・馬 鴻超・王 徳才 1998．『長春市志 少数民族志・宗教志』（上・下巻）吉林人民出版社． 
楊 文炯 2007．『互動 調適与重構』民族出版社． 
15
長春市南湖公園におけるレジャー空間の特性 










































図 1 から南湖公園の周辺の発展についてみてみたい。まず、満州国建国から 1989 年までの南湖公園
16
は市街の周縁に位置づけられる。戦後 1950年から 1957年までは公園の東部で発展がみられ、現在の東























































本報告では、南湖公園に来園している人々を対象に、男性 64人、女性 36人の合計 100人に聞き取り
調査を行った（第 2図）。調査では、予め 5つに絞った項目を質問し、回答を得た。調査項目について、
性別と年齢の他に、①来園頻度、②自宅からの所要時間（「徒歩」、「車」の 2 種に分類）、③来園目的、




















まず〈80 後〉（以下、80 後層）は 1980 年代以降の改革開放期に生れ育ち、国家の政策として一人っ子
政策15)を背景に持つ人々を指す。彼らは年齢としては 20歳から 32歳ほどの若者であり、現在はその多












1 回」の回答者が 3 人と突出して少ないことがわかる。これは、「毎日」は 28 人、「初回」や「その他」




















第 3表 移動時間（車）と年齢層 
時間（分)/年齢層 
80後 壮年 定年後 
合計人数 
人数 割合 人数 割合 人数 割合 
0～10 2 15% 
  
1 13% 3 
11～20 2 15% 
  
2 25% 4 
21～30 4 31% 3 60% 2 25% 9 
31～60 3 23% 2 40% 1 13% 6 
61以上 2 15% 
  
2 25% 4 
合計 13 100% 5 100% 8 100% 26 
注：無回答であった 1名を除外している。 
 
第 1表 各年齢層にみる来園頻度 
頻度(回)/年齢層 
80後 壮年 定年後 無回答 
合計人数 
人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 
初回 6 20% 3 14% 4 8% 
  
13 
毎日 2 7% 5 24% 20 42% 1 100% 28 
週 1 2 7% 1 5% 
    
3 
週 2-5 1 3% 2 10% 8 17% 
  
12 





その他 14 47% 10 48% 11 23% 
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第 2表 移動時間（徒歩）と年齢層 
時間（分)/年齢層 
80後 壮年 定年後 
合計人数 
人数 割合 人数 割合 人数 割合 
0～10 5 31% 10 63% 11 31% 26 
11～20 6 38% 3 19% 11 31% 20 
21～30 3 19% 1 6% 8 23% 12 
31～60 1 6% 1 6% 3 9% 5 
61以上 1 6% 1 6% 2 6% 4 
合計 16 100% 16 100% 35 100% 67 
20
まず、移動手段の分類は、「徒歩」で来園する人が 67 人（無回答 6 人）、「車」、つまり自家用車やバ




82％、定年後層は 61％と、家から 20 分以内に居住している人々が全体の 6割以上を占めることがわか
る。 
次に、第 3表から「車」によって来園している人々について、合計 26人のうち 13人と、実に半数が






































第 4表 来園目的による各活動と年齢層 
 
注 1：「年代割合」は各年齢層の回答数に占める割合を示す。また、「全体割合」は合計件数である 145 件に
占める割合である。 
注 2：「年代割合」と「全体割合」について、詳細な数値を示すために、小数点 1ケタまで表示している。 
注 3：年齢に関して無回答であった 2名（それぞれ「運動」1名、「休憩」1名）を除外している。 
 
 
第 5表 選定理由と年齢層 
要素/年齢層 
80後 壮年 定年後 
合計回答数 
回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 
風景・環境の良さ 14 32% 13 38% 24 36% 51 
近い 8 18% 5 15% 13 19% 26 
広い・他にない 4 9% 5 15% 9 13% 18 
活動・休憩 4 9% 2 6% 12 18% 18 
無料 3 7% 1 3%     4 
安全 1 2%     1 1% 2 
施設がある     1 3% 1 1% 2 
人が多い 2 5% 2 6% 3 4% 7 
評判を聞いて 1 2% 2 6%     3 
無回答 1 2% 1 3%     2 
その他 6 14% 2 6% 4 6% 12 












回答数 年代割合 全体割合 回答数 年代割合 全体割合 回答数 年代割合 全体割合
運動 57 11 26.2% 7.7% 9 34.6% 6.3% 36 50.0% 25.4%
遊び 23 11 26.2% 7.7% 3 11.5% 2.1% 9 12.5% 6.3%
観覧 14 1 2.4% 0.7% 3 11.5% 2.1% 10 13.9% 7.0%
休憩 9 4 9.5% 2.8% 4 5.6% 2.8%
付添 8 4 9.5% 2.8% 2 7.7% 1.4% 2 2.8% 1.4%
環境 6 2 4.8% 1.4% 3 11.5% 2.1% 1 1.4% 0.7%
愉快 6 2 4.8% 1.4% 1 3.8% 0.7% 3 4.2% 2.1%
健康 4 1 3.8% 0.7% 3 4.2% 2.1%
通過 3 3 7.1% 2.1%
観光 2 1 2.4% 0.7% 1 3.8% 0.7%
仕事 2 1 2.4% 0.7% 1 1.4% 0.7%
その他 8 2 4.8% 1.4% 3 11.5% 2.1% 3 4.2% 2.1%



























































2) 中国政府網，「首次全国休閑工作会議解読：「大休閑」概念提出」2010年 12月 20日，
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3) 馬恵娣「休閑問題的理論探求」精華大学学報（哲学社会科学版）2001‐6，第 16巻，71‐75頁。 
4) 中国知網（http://www.cnki.net/）において、キーワード「休閑」で検索を行った。（2013年 7月 20日
現在。） 
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9) 長春市地方志編纂委員会『長春市志 城市供水志』吉林文史出版社，1993，37-38頁。 
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13) 王建華、呂憲国、姜明「長春市南湖公園生態服務価値評估」湿地科学第 5巻第 2期，2007。 














































スによる）。遡って 1945年頃の区部の人口は 60万人で、国共内戦により一時は 17.7万人にまで減少
した 3)。 
















































 ここで分析対象地域の範囲を整理しておく。長春市は周辺の 3つの県級市と 1つの県を管轄してい 
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 最初に、区部全域の人口の推移を見ることにする（第 2図）。総人口は 1990年の 219万人から、2000
年には 323万人に、2010年には 419万人に達している。この増加に大きく寄与しているのは、流動人
口、すなわち長春市区部以外に戸籍を有しながら暫時居住する人々の急増であり、その多くは出稼ぎ
労働者とそれに帯同する家族であると考えられる。その数は 2010年には 148万人に達し、総人口の 
27
  
第 2図 長春市区部の人口推移 
 




 次に、市街区域の人口について、いくつかの視点から 2000年と 2010年のデータを比較し、必要に
応じて区ごとの分析をしてみよう。まず、年齢構成については、区ごとの差異はあまり見られず、全
体的に 2000年から 2010年にかけて労働年齢（15～64歳）人口が 79.0%から 82.2%へ増加しているこ





は 12.9%、後者は 17.4%であった。これが 2010 年になると区部の平均が 15.5%に上昇するが、前者は
23.8%、後者は 26.6%とさらに高くなっている。「大学院」は前者が 2.9%、後者が 3.4%と、他の区に比
較して顕著に高い。緑園区の学歴水準もやや高めである。高学歴者が特定の地域へ集中する傾向がう
かがわれる。 
第 1表 2000年長春市区部市街区域における学歴構成 
  6 歳以上人口 小学以下 中学 高校 大専 大学 大学院 
南関区 100.0% 18.9% 31.5% 26.5% 9.4% 12.9% 0.7% 
寛城区 100.0% 21.4% 39.1% 28.4% 6.7% 4.2% 0.1% 
朝陽区 100.0% 17.1% 25.2% 25.1% 13.6% 17.4% 1.5% 
二道区 100.0% 22.4% 41.2% 25.5% 7.5% 3.2% 0.1% 
緑園区 100.0% 21.8% 35.0% 27.1% 10.0% 5.8% 0.3% 
双陽区 100.0% 39.1% 40.2% 15.7% 3.9% 1.1% 0.0% 
区部計 100.0% 21.1% 33.4% 25.7% 9.7% 9.3% 0.6% 
















         
第 2表 2010年長春市区部市街区域における学歴構成 
  6 歳以上人口 小学以下 中学 高校 大専 大学 大学院 
南関区 100.0% 10.5% 26.3% 23.0% 13.5% 23.8% 2.9% 
寛城区 100.0% 19.1% 46.7% 21.9% 6.7% 5.3% 0.2% 
朝陽区 100.0% 9.7% 21.2% 23.7% 15.4% 26.6% 3.4% 
二道区 100.0% 20.5% 41.5% 19.7% 8.7% 9.0% 0.6% 
緑園区 100.0% 12.8% 33.1% 26.8% 13.4% 13.0% 0.8% 
双陽区 100.0% 31.5% 50.0% 8.9% 3.8% 5.8% 0.0% 
区部計 100.0% 15.5% 34.2% 22.0% 11.2% 15.5% 1.6% 
注：第 1表および第 2表ともに、「高校」の中に「中専」（中等専門学校）が含まれる。「大専」は高等専門
学校を指す。 









造業」については 2000年の区部平均が 28.3%であるが、寛城区は 34.1%、二道区は 37.3％、自動車産
業が集積する緑園区は 41.3%と高い。2010年になると区部平均は 20.4％と製造業の比率が低下してい
るが、二道区（22.3％）と緑園区（31.0%）は依然として比較的高い。 




















南関区 6.5% 21.0% 14.3% 24.0% 7.3% 26.2% 0.7% 100.0% 
寛城区 6.9% 13.8% 8.2% 28.7% 1.8% 39.6% 1.0% 100.0% 
朝陽区 6.7% 26.2% 13.6% 19.8% 12.1% 21.4% 0.2% 100.0% 
二道区 5.3% 14.5% 7.5% 26.0% 4.8% 41.6% 0.2% 100.0% 
緑園区 3.5% 21.4% 8.6% 21.6% 12.3% 32.4% 0.3% 100.0% 
双陽区 3.0% 9.0% 3.8% 13.3% 52.3% 18.7% 0.0% 100.0% 
区部計 5.4% 19.9% 10.3% 22.3% 12.1% 29.6% 0.4% 100.0% 
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南関区 4.7% 24.9% 15.4% 35.0% 1.8% 18.2% 0.0% 100.0% 
寛城区 2.4% 13.1% 8.0% 45.0% 1.7% 29.9% 0.0% 100.0% 
朝陽区 6.0% 32.0% 11.3% 33.7% 0.7% 16.1% 0.2% 100.0% 
二道区 4.4% 16.9% 7.2% 40.6% 1.3% 29.5% 0.0% 100.0% 
緑園区 2.6% 22.5% 7.4% 34.8% 2.6% 30.1% 0.1% 100.0% 
双陽区 1.1% 13.9% 14.1% 23.2% 22.1% 25.6% 0.0% 100.0% 
区部計 3.9% 22.7% 10.3% 36.4% 2.4% 24.2% 0.1% 100.0% 
資料：第 3表および第 4表ともに、『吉林省 2000年人口普査資料』、『吉林省 2010年人口普査資料』より作
成。 
 
 職種別の従業者構成に関しては、2000 年と 2010 年を通じて 7 つに分類した各区の市街区域のデー
タが得られる（第 3表および第 4表）。「国家機関・党軍組織・企業・事業部門責任者」、「専門技術職」、
「事務関連職」の 3つの職種については、南関区と朝陽区の比率が高く、特に「専門技術職」がそれ
ぞれ 21.0%から 24.9%へ、26.2%から 32.0%へと増加し、この 10年間にもいよいよ両区に集中していく
傾向が見られる。緑園区も比較的多い。 
























 いる。人口は 1万人を超えて増加している。 
 
















 紅旗街道弁事処においても居民委員会の再編が行われ、38 の居民委員会が 9 つの社区居民委員会に
再編された。開工社区居民委員会は開運街東一・開工胡同・開工胡同南の 3 つの居民委員会から編成








   
写真 1 開発区における住宅建設       写真 2 開発区内の住宅小区 
 
  
写真 3 旧市街地の集合住宅   写真 4 国有企業の住宅地区の内部 



































































































 3) 吉林省地方誌編纂委員会編『吉林省誌 巻二十八 城郷建設誌』吉林人民出版社，2001。 
 4) 鄶艶麗『東北地区城市空間形態研究』中国建築工業出版社，2006。 
 5) 当代長春城市建設編集部編『当代長春城市建設』，1988。 
 6) 前掲 5)。 
 7) 前掲 4)。 
 8) 前掲 5)。 
 9) 都市農村計画研究院の方飛院長への聞き取りより。 
10) 長春高新区地方誌編纂委員会弁公室・長春高新区年鑑編纂領導小組弁公室編『長春高新区年鑑 2010』
吉林人民出版社，2010。 









15) 2012年 8月 17日の富康社区居民委員会における聞き取り調査に基づく。 
16) 前掲 10)。 
17) 2012年 8月 20日の開工社区居民委員会における聞き取り調査に基づく。 


























第 1図 長春における主な自動車関連日系企業の製造拠点 
出所：『海外企業進出総覧』東洋経済新報社（2010）と現地目視観察より小野寺 淳（横浜市立大）作図 
  注：⑬は場所不明、⑭事務所のみ、⑮現地で探したが未確認となっている。 
凡例：日本での親企業名：①石川島播磨重工業／石川島汎用機械㈱ ②デルタ工業 ③トヨタ ④マツダ／㈱ワイテッ
ク ⑤TBK ⑥トヨタ ⑦トヨタ ⑧JTECT ⑨日立製作所 ⑩トヨタ紡織 ⑪デンソー 
⑫フジクラ ⑬ニイテック ⑭矢崎 ⑮アイシン  











 長春市における日系企業の進出状況を概観すると、2012 年 8 月の調査時点では、商工会に加入し





























































給の管理等が一切できていなかった。そのため、在庫が 10 万台あっても 1 万台増産するなど、あり
得ないことを行ったりしていた。経営改善を図るため、第一汽車に天津汽車夏利への資本参加（51％）
を仰ぎ、同時に傘下企業となった天津汽車夏利と合弁で 2000 年 6 月に天津トヨタ汽車有限公司（天






















































天津豊津汽車伝動部件有限公司（ TFAP） 1998. 5 892 アクスル、 CVJ 他 –
天津一汽豊田発動機有限公司（ TFTE） 1998. 7 1, 954 エンジン –




一汽豊田（ 長春） 発動機有限公司（ FTCE） 2004. 12 819 エンジン –
豊田一汽（ 天津） 模具有限公司（ TFTD） 2004. 12 214 金型 –











天津一汽豊田汽車有限公司（ TFTM） 2002. 1 12, 828
四川一汽豊田汽車有限公司（ SFTM） 1999. 12 4, 562






































所在地 四川省成都市成都 吉林省長春市東風大街 長春汽車産業開発区
経済技術開発区経開区南三路 一汽廠区五号門内
生産開始 2000年12月 2003年10月 2012年前半
生産車種 コースター、 ランドクルーザー カローラ
ランドクルーザープラド
生産能力 年間３万台 年間１万台 年間10万台
敷地面積 約45万m 約7.5万m 約98万m
従業員数 約2,000名 約500名 未定
成都工場
四川一汽トヨタ自動車有限会社



















 A 社は、大手総合重機メーカーである JA 社と第一汽車子会社の FAW 社（富奥汽車零部品）が合弁
で設立した会社である。FAW 社は第一汽車グループが外資企業と合弁会社を立ち上げる際に窓口とな
りマネージメント業務を行う子会社である。資本関係をみると、JA 社の本社が 49.7％、そのターボ





VW 社ではターボ搭載車は、排気量の 1.5 倍くらいの動力性能を達成できるので、低燃費車・エコカ
ー向けの技術として位置づけられている。例えば、ターボエンジンであれば 1400ccで 1800cc～2000cc
クラスのエンジンと同等の動力性能を発揮することができる。 
同社は 2004 年 1 月に設立されたが、あるトラブルが起こったため 2009 年まであまり売り上げが
伸びなかった。2008 年に第一汽車と合弁しているドイツ VW 社との取引が始まり、それ以降は、急
速に生産・販売が伸びていった。2009 年に 7 万台だった生産高が 2010 年に 35 万台、2011 年に 55
万台、2012 年に 70 万台（見込み）になった。2010 年には取引先の VW 社から A 級サプライヤー賞
























討しているようである。製品の納入先は、長春工場の他に上海（第一 VW 社及び上海 VW 社）と大連
（VW 社傘下のアウディ社のエンジン工場）にある。上海や大連には、陸路をトラックにて輸送する。
上海まで大体 2 日で輸送できるが、余裕をみて納品期日は 3 日取らせてもらっている。輸送業者は第
一 VW 社が使っている業者を使っているので信頼性も高い。 
 もう一つ課題を挙げると、現在は工場の稼働率は良いが、ターボチャージャ （ー排気量 1400cc 用、
2000cc 用などの 4 種類）のみの生産では、浮き沈みの激しい自動車部品の業界では、安定した発注を
得られない可能性がある。JA 社の日本本社のように様々な分野の製品を手がけていれば、全体でみ
れば安定した売り上げを確保できるが（JA 社は 2013 年度の連結での総売上高が 1 兆円を超える規模










 現在の従業員数は 319 人（うち女性 55 人で平均年齢は 30 代くらい。日本人は総経理と技術者 3
人の計 4 人。高級工程師と呼ばれる中国側の資格を持つ技術者が 2 人いる）で、うち約 240 人が現場



















B 社は前述した第一汽車の子会社である FAW 社とトヨタ系の大手サプライヤーJB 社（トヨタ社が
2013 年 3 月時点で約 22.6％を出資、同社の 2013 年度の連結売上高は 1 兆円強程度である）及び伊






















品は陸送により輸送しており、上海からは 4 日、武漢からは 7 日、広東からは 10 日くらいのリード
タイムがかかる。 
























































 同社の日本側の親会社である JC 社は広島県に本社がある自動車部品のメーカーで主にマツダ向け
のシャシー（車台、プラットフォーム）の生産を行っている。他の多くの日系の進出企業と同じく第



























 受発注の流れとしては、受注量は 3 ヶ月前に内示があり、1 ヶ月前にほぼ確定し、本確定は平均す
ると 3 日前である。一汽側から来た情報は、同社のサプライヤーにも、そのまま流し、それを基に生
産量を調整してもらう。 
 また同社が部品を購入しているサプライヤーは 20～25 社ある。サプライヤーは全て中国メーカー
















  従業員に関しては、同社の場合、従業員数は 249 名でうち事務職員は 54 人、残り 200 人弱が生産
ラインで働く直接工である。男女比は8.5対1.5くらいで二交代制（昼勤の人の勤務時間は8:00～16:30）
















































3 社とも第一汽車社との合弁企業であるが、主に取引を行っているメーカーは、それぞれ VW 社、
46
トヨタ、マツダと異なっている。また 3 社とも日本の大手商社が一定の比率で出資を行っており役員








































































































































































































































































































年と初級中学 3 年）の普及を急速に進めてきた。1980 年に 93.0%にとどまっていた小学校入学率は、
1990 年に 97.8%、2000 年に 99.1%、2010 年には 99.7%まで引き上げられた2)。また、1990 年に 74.6%










データをみると、上位 3 地区が上海 97.7%、北京 95.3%、浙江 94.2%であるのに対し、下位 3 地区は
チベット 24.2%、貴州 54.2%、広西 64.8%にすぎない。また、全国的にみた中退率は「最近（2001




2) (1)中華人民共和国教育部発展規劃司編『中国教育統計年鑑 2010』人民教育出版社、15 頁。ただし、
2010 年においても、学齢期に達した児童の 0.3%（約 28 万人）小学校へ入学していないことに注意せ
ねばなるまい。また、2009 年の地区ごとの入学率をみると、貴州（97.24%）、雲南（98.29%）、チベッ
ト（96.59%）の 3 地区のみ 99%に達していないことがわかる。(2)《中国教育年鑑》編輯部編『中国教
育年鑑 2009』人民教育出版社、2009、112 頁。 
3) 前掲注 2）(1)16 頁。 
4) 仲田陽一「中国農村教育改革と教育格差問題―「改革開放」後の農村義務教育財政制度改革に即して―」
熊本大学教育実践研究 27、2010、45-46 頁。 
5) 前掲注 4）52 頁。 
6) 前掲注 4）46-47 頁。 
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 ～04 年）では小学校は 0.1%、中学校では 2.6%である」が、都市・農村別の初級中学の中退率には大




校統廃合があることはいうまでもない。全国的にみても、1980 年に約 92 万校あった小学校は、1990
年に約 77 万校、2000 年に約 55 万校、2010 年に約 26 万校へと大幅に減少している8)。しかし、農村
部と都市部では減少率に大きな違いがある。第 1 表をみてほしい。1990-2010 年間における小学校の
減少率は、都市部（「城市」）が 38.3%であるのに対し、農村部（「県鎮」と「農村」）は 67.4%にもな
る。その数値は、都市部の 2 倍近くであり、同期間における農村部の児童減少率 25.5%を大きく凌駕
している。また、農村部における小学校の統廃合が、2000 年代に入って加速していることにも注目す




  1990 年 2001 年 2010 年 
学校数 城市 26565 26311 16400 
県鎮 42279 48764 30116 
農村 697228 416198 210894 
総計 766072 491273 257410 
教学点数 城市 2735 728 205 
県鎮 4616 3237 1289 
農村 142313 110419 65447 
総計 149666 114384 66941 
児童数（千人） 城市 13411 16809 18205 
県鎮 13046 22578 27700 
農村 95956 86048 53502 
総計 122413 125435 99407 
『中国教育統計年鑑 1990』、236-253 頁、『同 2001』、262-279
頁、『同 2010』、518-533 頁をもとに筆者作成。2001 年の数値
を示した理由は、2000 年版の年鑑が閲覧できなかったためであ
る。なお、本表でいう「学校」とは 6 年制（一部 5 年制）の「完
全小学」を指し、「教学点」とは人口の少ない地域に置かれてい





                                                   
7) (1)南亮進・牧野文夫・羅歓鎮『中国の教育と経済発展』東洋経済新報社、2008、116-119 頁。ややデー
タが古いものの、『中国教育年鑑』をみると、1998 年の「小学学生保留率」（入学後 5 年生まで退学せ
ずに残った児童の割合）は 90.5%であり、残りの 9.5%（約 261 万人）の児童が中退していた事実が浮
かび上がる。(2)《中国教育年鑑》編輯部編『中国教育年鑑 1999』人民教育出版社、1999、141 頁。 






























                                                   
9) 蘇于君「中国における農村教育の発展とその課題」鶴山論叢 11、2011、13-15 頁。 








12) Johnston, R., ‘Education’, (Gregory, D. et al. eds., The Dictionary of Human Geography 5th edition, 
Wiley-Blackwell, 2009), pp. 186-187. 
13) 欧米諸国においても教育地理学は、決して蓄積の多い分野ではなかったが、近年はとみに盛んになっ
ているようである。その研究動向は、例えば、次の展望論文から知ることができる。(1)Theim, C. H., 
‘Thinking through education: the geographies of contemporary educational restructuring’, Progress 
in Human Geography, 33-2, 2009, pp. 154-173. 時間の都合上、内容の詳しい紹介は別稿に譲りたい。
一方、中国の教育地理学については、次の文献を参照されたい。(2)羅明東「教育地理学的研究内容与学




過程に関する教育地理学的考察―ドンデーン村小学校を事例として―」新地理 56-3、2008、18-38 頁。 
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 ２．長春近郊農村における小学校の分布と通学圏の変化―聞き取りと文献資料から― 
本章では、昨年の長春フィールド調査で見聞きした内容について述べる。全調査期間は 8 月 13-27
日までの 2 週間であったが、農村班としての農村調査は 8 月 16-18 日、21 日、25 日の 5 日間だけで
あった。その理由は、22-24 日に予定していた調査が、次の事態により急遽中止になったためである。
すなわち、8 月 15 日に発生した「香港活動家尖閣諸島上陸事件」の対応として日本政府が活動家たち
を強制送還したことを受け、8 月 18-19 日に中国各地で起きたデモ活動である。5 日間の内訳は、東
湖鎮人民政府と東湖鎮黒林子村村務監督委員会（以下、村委員会）の訪問に 1 日、黒林子村の 6 つの












東湖鎮の中心市街は、長春（人口 759 万人、面積 20656 平方キロ）16)中心市街から東へ約 20km の
位置にある。1956 年に郷、1958 年に公社、1984 年に郷、1992 年に鎮が置かれた。2009 年時点の人
口は総戸数 7923 戸、総人口 33217 人（農業人口 21217 人、鎮区人口 12000 人）である17)。鎮政府
所在地の東湖鎮は、2000 年まで放牛溝と呼ばれていた。東湖鎮（放牛溝）、五一、羊草溝、腰站、甘
家嶺、小嶺、荊家溝、団山子、黒林子、双山、新盛の 11 行政村を管轄している18)。かつては九台市
（長春市に属する県級市、人口 71 万人、面積 2875 平方キロ）に属していたが、2005 年から長春市
二道区（人口 56 万人、面積 965 平方キロ）が「代管」している。 





                                                   
15) その成果は本報告書所収論文および次の文献を参照されたい。小島泰雄「トウモロコシとカン」人環
フォーラム 32、2013、22-25 頁。 
16) 中華人民共和国民政部編『中華人民共和国行政区劃簡冊 2012』中国地図出版社、2012、40 頁。以
下、文献を示さずに人口や面積に言及している場合は、この本に基づいている。 
17) 「九台市人民政府 東湖鎮簡介」（http://www.jiutai.gov.cn/news/unit_pubview.php?id=3283） 








黒林子村の人口と戸数については第 2 表をみてほしい。2012 年の人口は 423 戸、1452 人である。
1990-2012 年間に 74 人増加（5.1%）した。時期ごとの増加率をみると、1990-2000 年間が 2.9%（40
人）、2000-2012 年間が 2.4%（34 人）とそう変わらない。一方、戸数は 1990-2012 年間に 51 戸増加
（12.1%）しているが、時期ごとの増加率は 1990-2000 年間の 4.9%（19 戸）と 2000-2012 年間の 7.6%
（32 戸）であり、後半が高いことがわかる。また、1 戸当たりの人口は 1990 年の 3.7 人から 2012
60




 1990 年 2000 年 2012 年 
人口 戸数 人口 戸数 人口 戸数 
1 隊 209 50 215 58 222 64 
2 隊 226 59 228 62 233 65 
3 隊 196 55 198 57 198 61 
4 隊 139 42 143 45 148 49 
5 隊 204 58 216 60 219 63 
6 隊 101 31 112 30 116 34 
7 隊 96 19 98 19 101 23 
8 隊 207 58 208 60 215 64 





2・3）は、全学で 6 クラス、児童数は約 40 人である。そのため教職員と児童数がほとんど同じであ












年に開校し、1988 年時点で 6 クラス、児童数 148 人、教職員 148 人であった19)。また、鎮中心部（放
牛溝）の初級中学とは、1957 年に開校した九台市第二十七中学であると考えられる。同校は、1988
年時点で 18 クラス、児童数 920 人、教職員 57 人であった20)。その後、2005 年に東湖鎮中心小学校
を合わせて、9 年制一貫校である東湖鎮中心学校（写真 4）となった。学校ホームページ21)によると、





                                                   
19) 王秉禎・董玉琦主編『長春市志 教育志』吉林人民出版社、1995、580 頁。 
20) 前掲注 18）605 頁。 
21) 九台市東湖鎮中心学校 HP（http://jtdh.30edu.com/） 
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集落 名前 年齢 生年 生まれ 教育経験 




一隊 三門何家 HZL 76 1938 双頂子 双頂子小学、5 年間（就学期間は遅かっ
た） 
六隊 小何屯 HZL 70 1943 黒林子 8 歳か 9 歳から大何屯小学（当時は黒林
子に小学校なし）。6 年間、3 里の距離を
通学 
七隊 高家屯 GRQ 65 1948 黒林子 7 歳から双頂子小学（黒林子と双頂子が
範囲、当時は黒林子に小学校がなかっ
た）。1.5 公里を 6 年間通学。放牛溝中学
に 3 年間。10 公里。徒歩や自転車で通学、
2 時間 
二隊 小黒林子 ZJC 62 1951 黒林子 大黒林小学（1 年）、香水村小学（1 年）、
双頂子小学（6 年）。九台市第四中学（66





四隊 西南屯（八家） ZYX 57 1956 黒林子 8 歳から大頂山小学、6 年間、100 里、小
学校所在地に住む 
聞き取りにより作成。名前は各漢字をピンイン表記に直し、その頭文字を並べたものである（例えば、毛





した放牛溝郷（後の東湖鎮）の小学校一覧表（第 4 表）と小学校の分布図（第 2 図）から考えていこ
う。まずは、第 4 表をみてほしい。 
第一に、開校時期を年代別に整理すると、1930 年代に 1（中心学校）、40 年代に 4（甘家、羊草、
双山、団山）、50 年代に 1（鄭家）、60 年代に 4（腰站、小嶺、荊家、黒林）、70 年代に 1（五一）と
なる。開校ラッシュは二度存在し、1 回目は 1943-48 年の 4 校、2 回目は 1959-64 年の 5 校であった。 
第二に、クラス・児童数・教職員数をみると、1988 年時点の 1 クラス当たり児童数の平均は 31.1
人であり、一般に理想的な学級サイズとされる 25 人程度をだいぶ超えていることがわかる。ただし、
63
 中心学校の 39.6 人から黒林子小学校の 24.7 人まで、その数値にはかなりの開きがあり、平均を超え
ているのは甘家、腰站、中心学校のみである。一方、教職員 1 人当たりの児童数の平均は 18.1 人で
ある。ただし、黒林の 13.5 人や羊草の 15.4 人のように少ないものから、腰站 23.6 人、甘家 22.5 人
のような多い学校まで幅はある。ちなみに中心学校は 16.1 人であった。 
第三に、1988 時点では、放牛溝郷の管轄する 11 の行政村のうち、新盛を除く各村に小学校が 1 な
いし 2（団山）分布していたことがわかる。では、それ以前の小学校の分布はどのようになっていた
のか。それをまとめたのが第 2 図である。 
 
第４表 1988 年時点の放牛溝郷（後の東湖鎮）の小学校一覧 
名称 経営 開校年 現在地 クラス数 児童数 教職員数 
放牛溝郷中心小学 郷弁 1938 放牛溝村 13 515 32 
甘家小学 村弁 1943 甘家溝村 9 292 13 
羊草小学 村弁 1947 羊草溝村 7 215 14 
双山小学 村弁 1948 双山村 9 274 14 
団山小学 村弁 1948 団山村 6 158 9 
鄭家小学 村弁 1959 団山鄭家油坊 6 179 10 
腰站小学 村弁 1962 腰站村 12 401 17 
小嶺小学 村弁 1963 小嶺村 10 274 15 
黒林小学 村弁 1964 黒林村 6 148 11 
荊家小学 村弁 1964 荊家村 9 271 15 
五一小学 村弁 1976 五一村 7 200 12 
 計 94 2927 162 
王秉禎・董玉琦主編『長春市志 教育志』吉林人民出版社、1995、579-580 頁をもとに筆者作成。なお、
戴玉芬・陸軍・趙錫歧主編『九台県志』長春市地方志編纂委員会、2001、34 頁によると、1987 年時点の
放牛溝郷には小学校は 12 校あり、児童数 2975 人、教職員 167 人であった。 
 
第 4 表と第 2 図を総合すると、農民たちの通学先に関する語りは、以下のように解釈することがで


















 ではないだろうか。例が少ないので検証の余地は残るが、第 1 図の長吉高速の北と南で、通学圏が分
かれていた可能性を指摘してきたい。 
続いて、第 2 図で示した 1988 年時点の小学校は現在もあるのか、という問題を考えておきたい。
Google Map で小学校名を検索すると、4 校（団山、鄭家、小嶺、双山）がヒットしない。近年の分
布調整政策の対象となり、統廃合された可能性を考えざるをえない。ただし、敷地は鄭家を除き確認
可能であった。また、五一小学校が卡倫湖第一希望小学校へ改名している。九台市人民政府のホーム
ページ22)によると、「全鎮有学校 11 所、教師 256 名、在校中小学生総数為 2700 名、其中：中学生 900









                                                   
22) 「東湖鎮簡介 九台市人民政府」（2009 年 9 月、
http://www.jiutai.gov.cn/news/unit_pubview.php?id=3283） 




 年間が 13.5%、2001-2010 年が 34.9%であることから、それが裏付けられよう。このことから推測す




  1990 年 2001 年 2010 年 
学校数 城市 864 482 280 
県鎮 1158 1017 603 
農村 8724 7526 4954 
総計 10746 9025 5837 
教学点数 城市 18 0 0 
県鎮 182 31 20 
農村 3,174 927 120 
総計 3,374 958 140 
児童数（千人） 城市 593 370 294 
県鎮 549 626 562 
農村 1619 1214 589 
総計 2761 2210 1445 
『中国教育統計年鑑 1990』、236-253 頁、『同 2001』、262-279








                                                   
24) この図は、次の文献にヒントを得たものである。孔雲嶺・李小建・張雪峰「農村中小学布局調整之空
間可達性分析―以河南省鞏義市初級中学為例―」遥感学報 12-5、2008、800-809 頁。 
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 日本の小学校の場合、「通学距離が、小学校にあってはおおむね 4 キロメートル以内…であること」
と、「義務教育諸学校等の施設費の国家負担等に関する法律施行令」（最終改正 2007 年）第 4 条（適
正な学校規模の条件）に記されている。ただし、小学生が 4km を通うのはスクールバスなどを使用
しなければ容易ではなく、実際は、山間部を除くと通学距離はもっと短く設定されている。 



















またその流れに呼応してか、2013 年 5 月に審計署（日本の会計検査院に相当）から、「1185 個県農
村中小学布局調整情況専項審計調査結果」が発表された26)。それによると、農村部における小学校の
過度な分布調整の結果、教育サービス半径が 43%も拡大し、平均で 4.23km に到達したとある。さら
に、重点調査した学校に通う児童・生徒（約 1257 万人）のうち、4%にあたる約 49 万人が徒歩で 3km






日本地理学会春季学術大会（2013 年 3 月）・京都大学人文科学研究所共同研究班「現代中国文化の深層構
造」（同年 5 月）における口頭発表の際に有益なコメントをいただいた多くの先生方に謝意を表したい。  
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